
再審法改正に関する元裁判官の共同声明

現在再審制度の改正 についての議論が本格化 している。

これは、近時い くつ もの再審無罪判決が出され、 とりわけ昨年の袴

田事件の再審無罪判決によ り、現在の再審制度ではえん罪救済 とい う

再審 の 目的を実効的に実現できないことが広 く社会で認識 され た結果

である。

このよ うな状況を受けて、超党派の国会議員の有志が 「えん罪被害

者のための再審法改正 を早期に実現する議員連盟」 を設立 し、えん罪

被害者 をは じめとす る各種 ヒア リングを行 って、再審制度の喫緊の課

題 を解決すべく 「刑事訴訟法 の一部 を改正す る法律案」 をま とめ、令

和7年6A18日 数党が共同で国会 に提出 した。この法案は、請求人側

に証拠開示請求権を認 め、速やかに証拠開示がなされ るよ うに、検察

官に開示 を命 じる権 限はもとよ り、一定の場合 には命 じる義務 を裁判

所 に認 めるものであ り、また、再審請求事件長期化の大 きな原 因であ

る開始決定に対する検察官抗告 を禁止す る、 さらには、同 じ裁判官に

よる判断 を避 けるための除斥 、審理の円滑化及び迅速化 を図るための

期 日指定な どの手続規定を設 ける とい うものである。

時を同 じくするように、法務大臣の諮問機 関である法制審議会に刑

事法(再 審 関係)部 会(以 下 「部会」 とい う。)が 設置 され、諮問事項

である刑事再審 に関す るいわゆる証拠開示、再審開始決定に対す る不

服 申立て等の規律について、令和7年4月21日 か ら議論が始まった。

部会における論点は多岐にわたっているが、部会で最 も先鋭 に対立

している論点は、前述 した証拠開示及び開始決定に対す る検察官抗告

の可否である。対立の原因の一つ として、再審請求事件の審理 の現状
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に対す る認識の相違がある。

再審 が開始 され、無 罪 になった事件 の多 くにおい て、決 め手 になっ

た証拠 は、請求 時 に請 求人側 が提 出 した新 証拠 では な く、それ まで捜

査機 関の下 で眠 ってい て、弁護人 の度重 な る求 めに よって よ うや く開

示 され た証拠で ある。 しか し、請求人 側 は検察官等 が保 管す るその よ

うな新 証拠 を提 出す るこ とはで きず 、 しか も、検察官 が証拠 を開示 し

ない、 または開示 す るま でに、時 には何年 、何 十年 もかか ってい る。

この こ とは、再審 に よ るえん罪救済 が極 めて 困難 で、救済 で きた とし

て も長期 間 を要 してい る大 きな原 因 となってい る。 なぜ 証拠 開示 が進

まない のか、その原 因 は、検 察官 に証拠 の 開示 を義務付 ける法律 がな

い こ とにある。裁判 所 は、 明確 な条 文上 の根拠 がないた め に検 察官 に

証拠 開示 を命 じる こ とに躊躇 し、検 察官 は、法律上 の根 拠 が ない とし

て開示 の求 めに応 じない ので ある。

このよ うな再審請求事件の審理の現状を直視すれば、現状を肯定的

に評価することなど到底できないはずである。 しか し、多 くの部会 の

委員 は、現状に大きな問題 はないかのよ うな評価をし、請求人側に証

拠が開示 されやす くす るような法規制 に反対 している。 さらに、反対

意見 においては、証拠開示の規定は設 けるものの、開示の対象 を請求

人側が提 出した新証拠 とその請求理 由に関するものに限定 し、それ以

外の証拠については、裁判所は開示を命 じることはできない とす る趣

旨を述べ るものがある。 しか し、これは、裁判所が職権によ りある程

度広範な証拠開示 を求 める場合 もある現状 よ りも、明 らかに証拠開示

の範囲を狭める結果 をもた らす もので、改悪以外の何 ものでもない。

検察官抗告についても、再審請求事件においては、検察官は当事者

ではない ことを認 めっつ も、公益の代表者 とい う資格で、確定判決が

簡単に覆 されるべきではないとい う法 的安定の見地等か ら抗告できる
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との意見が多 く、学者委員 です らもほぼ全員 が検察官抗告の禁止に反

対 している。 しか し、再審開始決定は再審が開始 され るだけの中間的

な決定であ り、検察官 は再審公判で有罪の主張 ・立証ができる上、当

事者ではないのに不服 申立権 を認 めることは上訴制度一般 と整合 しな

い。 そして、検察官抗告 を禁止すべ しとの意見は、 この不服 申立てに

よってえん罪救済が長期化 し、えん罪被害者 に回復 し難い苦難を与え

ているとい う現状、立法事実に根 ざしてい る。 これ に反対す る意見

は、 このよ うな現状に 目を瞑るものであ り、 これでは全 く現状 の改善

に繋 が らない。再審を研 究 している刑事法学者は、こぞって検察官抗

告を禁止すべきである と主張 しているのである。

私たちは、再審事件 を経験 し、あるいは再審事件に関心を抱いてき

た元裁判官 として、再審事件の審理の実情を踏まえることな く、現状

を安易に肯定するよ うな意見には到底賛同できない。

今 、再審制度 につ い て議論 してい るの は何 のためな のか。 それ は、

えん罪 とい う国家 に よ る最 大 の人権侵 害の被害者 を速 や か に救 済す る

ためで あ る。そ のこ とが、改 めて確認 され な けれ ばな らない。

国会 には、その 目的 に沿 って、速や か に この法案 の審議 に入 るこ と

を求 め る。

部会には、現状を見据 えた上でその目的に沿った議論 を尽 くし、我

が国の再審制度が真 にえん罪救済のための実効性のあるもの となるよ

うな答 申をされ るよ う強 く求 めるものである。

令 和7年12月3日
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